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第２章 みえ元気プランで進める７つの挑戦 

 
(1) 大規模災害に対応した防災・減災、県土の強靱化対策の加速・深化 
(2) 新型コロナウイルス感染症等への対応 
(3) 三重の魅力を生かした観光振興 
(4) 脱炭素化等をチャンスととらえた産業振興 
(5) デジタル社会の実現に向けた取組の推進 
(6) 次代を担う子ども・若者への支援・教育の充実 
(7) 人口減少への総合的な対応 
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【南海トラフ地震の震度予測図】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）大規模災害に対応した防災・減災、県土の強靱化対策の加速・深化 

現状 

三重県地震被害想定調査結果より 
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  【南海トラフ地震による津波想定】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【南海トラフ地震における県内の最大被害想定】 
 

 ・

 
 

 

三重県地震被害想定調査結果より 
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【発生の切迫性が高まる南海トラフ地震】  
  

 
 
 
 

 

 

【高まる風水害のリスク】 
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総合防災訓練の様子 
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【ソフト面】 

【ハード面】 

（具体的な取組） 

取組方向 

橋脚の補強 
一般国道 306 号 菰野大橋（菰野町） 
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津波避難タワー（イメージ） 

 
【ソフト面】 

【ハード面】 

 

救
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復
旧  

 

発災 
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１ 新型コロナウイルス感染症の感染状況および医療提供体制等の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

（２）新型コロナウイルス感染症等への対応 

現状 
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◎新規感染者数推移→R4(2022)年度 5 月末時点 累計 82,129 人 

（R1(2019)年度:11 人、R2(2020)年度:2,742 人、R3(2021)年度:52,842 人、 

R4(2022)年度 5 月末時点:26,534 人） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎検査体制                 ◎療養病床 

→１日あたり最大 17,170 件／日       →感染状況に応じ最大 576 床確保 

   

 

 

 

 

 

 

 
 
 

２ 新型コロナウイルス感染症が社会・経済活動へ与えた影響とその対応 
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◎県内企業の業績への影響 

 

 
 
 

⽅

 

  

課題 
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１ 新型コロナウイルス感染症などの新たな感染症への備え 

① 新型コロナウイルス感染症対策 
 

 

② 新たな感染症への備え 

専門家の意見をふまえた感染症対策の取組 

感染症対策と教育活動の継続 

外国人住民への対応 

取組方向 
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２ 社会・経済活動への影響への対応 

① 新型コロナウイルス感染症による社会・経済活動への影響への対応 

②  新たな感染症による社会・経済活動への影響への対応 

事業者に寄り添った支援 

生活相談にかかる支援 
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第３章 政策・施策 
 
第１節 政策体系とは 
 

 
図 「強じんな美し国ビジョンみえ」「みえ元気プラン」の政策体系 

各施策の取組と「みえ元気プランで進める７つの挑戦」の関係 

政策展開の 
基本方向 

（四本の柱） 
基本事業 政策 施策 

施策 

事務事業 

基本事業 

基本事業 

事務事業 

事務事業 

事務事業 

16 政策 56 施策 

おおむね 10 年間の取組の方向 
（「強じんな美し国ビジョンみえ」
に記載） 

５ 年 間 の 取 組 の 方 向
（「みえ元気プラン」に
記載） 

「みえ元気プラン」
の施策の目標を達成
するために、年度ご
とに具体化する事業 
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第２節 政策体系（政策・施策） 
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●政策体系一覧 
四本
の柱 政 策 施        策 

Ⅰ 
 

安 
全 
・ 
安 
心 
の 
確 
保 

１ 
防災・減災、県土の強靱化 

1-1 災害対応力の充実・強化 
1-2 地域防災力の向上 
1-3 災害に強い県土づくり 

２ 
医療・介護・健康 

2-1 地域医療提供体制の確保 
2-2 感染症対策の推進 
2-3 介護の基盤整備と人材確保 
2-4 健康づくりの推進 

３ 
暮らしの安全 

3-1 犯罪に強いまちづくり 
3-2 交通安全対策の推進 
3-3 消費生活の安全確保 
3-4 食の安全・安心と暮らしの衛生の確保 

４ 
環境 

4-1 脱炭素社会の実現 
4-2 循環型社会の構築 
4-3 自然環境の保全と活用 
4-4 生活環境の保全 

Ⅱ 
 

活 
力 
あ 
る 
産 
業 
・ 
地 
域 
づ 
く 
り 

５ 
観光・魅力発信 

5-1 持続可能な観光地づくり 
5-2 戦略的な観光誘客 
5-3 三重の魅力発信 

６ 
農林水産業 

6-1 農業の振興 
6-2 林業の振興と森林づくり 
6-3 水産業の振興 
6-4 農山漁村の振興 

７ 
産業振興 

7-1 中小企業・小規模企業の振興 
7-2 ものづくり産業の振興 
7-3 企業誘致の推進と県内再投資の促進 
7-4 国際展開の推進 

８ 
人材の育成・確保 

8-1 若者の就労支援・県内定着促進 
8-2 多様で柔軟な働き方の推進 

９ 
地域づくり 

9-1 市町との連携による地域活性化 
9-2 移住の促進 
9-3 南部地域の活性化 
9-4 東紀州地域の活性化 

10 
デジタル社会の推進 

10-1 社会におけるＤＸの推進 
10-2 行政サービスのＤＸ推進 

11 
交通・暮らしの基盤 

11-1 道路・港湾整備の推進 
11-2 公共交通の確保・充実 
11-3 安全で快適な住まいまちづくり 
11-4 水の安定供給と土地の適正な利用 
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四本
の柱 政 策 施        策 

Ⅲ 
の共 
実生 
現社 
 会 

12 
人権・ダイバーシティ 

12-1 人権が尊重される社会づくり 
12-2 ダイバーシティと女性活躍の推進 
12-3 多文化共生の推進 

13 
福祉 

13-1 地域福祉の推進 
13-2 障がい者福祉の推進 

Ⅳ 
 

未 
来 
を 
拓 
く 
ひ 
と 
づ 
く 
り 

14 
教育 
 

 

14-1 未来の礎となる力の育成 
14-2 未来を創造し社会の担い手となる力の育成 
14-3 特別支援教育の推進 
14-4 いじめや暴力のない学びの場づくり 
14-5 誰もが安心して学べる教育の推進 
14-6 学びを支える教育環境の整備 

15 
子ども 

15-1 子どもが豊かに育つ環境づくり 
15-2 幼児教育・保育の充実 
15-3 児童虐待の防止と社会的養育の推進 
15-4 結婚・妊娠・出産の支援 

16 
文化・スポーツ 

16-1 文化と生涯学習の振興 
16-2 競技スポーツの推進 
16-3 地域スポーツと障がい者スポーツの推進 

 

※ハイライト部:環境生活部所管の施策 
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第３節 施策の概要 
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施策３-２ 交通安全対策の推進 
 

施策の目標 

 

現状と課題 

■ 

■ 

■ 

■ 
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取組方向 

■ 

■ 

■ 

■ 

  

 

政策３ 暮らしの安全 
主担当部局:環境生活部 
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施策３-３ 消費生活の安全確保 
 

施策の目標 

 

現状と課題 

■ 

■ 

■ 

■ 
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取組方向 

■ 

■ 

  

 

政策３ 暮らしの安全 
主担当部局:環境生活部 
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施策４-１ 脱炭素社会の実現 
 

施策の目標 

 

現状と課題 

■ 

■ 

■ 

■ 

■ 
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取組方向 

■ 

■ 

■ 

■ 

  

 

政策４ 環境 
主担当部局:環境生活部 



- 26 - 

施策４-２ 循環型社会の構築 
 

施策の目標 

 
現状と課題 

■ 

■ 

■ 

■ 

■ 
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取組方向 

■ 

■ 

■ 

■ 

■ 

 

政策４ 環境 
主担当部局:環境生活部廃棄物対策局 
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施策４-４ 生活環境の保全 
 

施策の目標 

 

現状と課題 

■ 

■ 

■ 

■ 
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取組方向 

■ 

■ 

■ 

■ 

  

 

政策４ 環境 
主担当部局:環境生活部 
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施策１2-１ 人権が尊重される社会づくり 
 

施策の目標 

 

現状と課題 

■ 

■ 

■ 
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取組方向 

■ 

■ 

■ 

  

 

政策１２ 人権・ダイバーシティ 
主担当部局:環境生活部 
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施策１2-２ ダイバーシティと女性活躍の推進 
 

施策の目標 

 
現状と課題 

■ 

■ 

■ 

■ 

■ 
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取組方向 

■ 

■ 

■ 

■ 

 

政策１２ 人権・ダイバーシティ 
主担当部局:環境生活部 
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施策１2-３ 多文化共生の推進 
 

施策の目標 

 

現状と課題 

■ 

■ 

■ 
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取組方向 

■ 

■ 

  

 

政策１２ 人権・ダイバーシティ 
主担当部局:環境生活部 
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施策１6-１ 文化と生涯学習の振興 
 

施策の目標 

 

現状と課題 

■ 

■ 

■ 

■ 
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取組方向 

■ 

■ 

■ 

■ 

 

政策１６ 文化・スポーツ 
主担当部局:環境生活部 
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「強じんな美し国ビジョンみえ」 

「みえ元気プラン」 

《最終案》 
 

 

別冊（資料編） 

・各施策のＫＰＩ 

 
 

 環境生活部関係抜粋  



各施策のＫＰＩ

3-2 交通事故死者数
交通事故発生から24
時間以内の死者数

交通事故死者の抑止
は、交通安全対策の最
大の課題であり、国お
よび県の交通安全計画
の目標にもなっている
ことから、選定しまし
た。

令和３年度に策定した
「第11次三重県交通安
全計画」において令和
７年度の目標値を設定
しており（55人以
下）、現状値（62人）
から令和７年度目標値
までの年平均減少率を
ふまえ、53人以下と設
定しました。

62人
53人
以下

3-2
飲酒運転事故件
数

飲酒運転による人身
事故件数

飲酒運転による人身事
故がゼロになることを
めざしていく必要があ
り、「第３次三重県飲
酒運転０（ゼロ）をめ
ざす基本計画」の目標
に掲げていることか
ら、選定しました。

令和３年度に策定した
「第３次三重県飲酒運
転０（ゼロ）をめざす
基本計画」において令
和７年度の目標値を設
定しており（18件以
下）、現状値（28件）
から令和７年度目標値
までの年平均減少率を
ふまえ、毎年２件以上
の減少となるよう、16
件以下と設定しまし
た。

28件 16件以下

3-2
横断歩道の平均
停止率

信号機のない横断歩
道を人が渡ろうとし
たときの自動車の停
止する割合

信号機のない横断歩道
における歩行者の優先
は、法令により義務と
して規定されているに
も関わらず、横断歩道
上での交通事故は発生
しています。自動車と
比較して弱い立場にあ
る歩行者の安全を確保
し、県民の皆さんのよ
り一層の交通安全意識
向上および順法精神醸
成を図るため選定しま
した。

信号機のない横断歩道
における歩行者事故を
なくすためには、運転
者の交通安全意識の改
革が必要であり、横断
歩行者妨害の交通指導
取締りのほか、関係機
関等が連携した効果的
な交通安全教育、広報
啓発活動等の取組によ
り、中長期的に浸透さ
せていく必要があるこ
とから、毎年約10％ず
つ上昇させていくこと
をめざし、設定しまし
た。

45.8%
85%
以上

各施策の「施策の目標」で記載した、「めざす姿」の達成度の把握に有効と考えられる定量的または定性的な指
標の一覧です。

令和８年度の
目標値の
設定理由

目標値
【令和８】

現状値
【令和３】

選定理由
施策
番号

項目 項目の説明

Ⅰ 安全・安心の確保
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令和８年度の
目標値の
設定理由

目標値
【令和８】

現状値
【令和３】

選定理由
施策
番号

項目 項目の説明

3-3

消費生活トラブ
ルに遭ったとき
に消費生活相談
を利用するとし
た人の割合

消費生活トラブルに
遭ったときに消費生
活センターや市町の
消費生活相談窓口を
利用するとした人の
割合

消費者トラブルに遭っ
たときに消費生活セン
ター等の相談を利用す
るという意識の高まり
は、啓発の成果である
とともに、県内の消費
生活相談が適切に機能
している状態であると
考えられることから、
選定しました。

国の「消費者意識基本
調査」（令和元年度）
によれば、消費生活セ
ンターの認知度は
83.1％ですが、業務内
容まで知っている人の
割合は21.6％と低く
なっています。啓発や
適切な相談の実施によ
り、「消費生活相談窓
口を利用する」人の割
合を少なくとも認知し
ている人の割合まで高
めることを目標に設定
しました。

78.3% 83.3%

3-3

消費生活相談に
おいてあっせん
により消費者ト
ラブルが解決し
た割合

消費生活相談におい
て、「三重県消費生
活センター」があっ
せんを行った相談の
うち、消費者トラブ
ルが解決した割合

相談員の資質向上を図
り、質の高い相談を実
施することで、あっせ
んによる解決率を一定
水準以上に保つこと
が、消費者被害の救済
に大きく寄与すること
から、選定しました。

全国のあっせん解決割
合（91.1％）および県
の過去５年間の実績の
平均値（91.5％）を上
回ることを目標に設定
しました。

88.9%
92.0%
以上

3-3
講習等の実施学
校数（累計）

若年者教育事業とし
て出前講座などの講
習等を実施した学校
数（累計）
・対象109校
（県立：高校・特別
支援学校、私立：高
校・特別支援学校・
通信制高校、大学、
短期大学、高等専門
学校）

若年者の消費者教育を
推進していくために
は、啓発活動だけでは
なく、学校を訪問して
講習等を実施し、しっ
かりと教育することが
効果的であることか
ら、選定しました。
（高等学校では令和４
年４月より新指導要領
に基づく消費者教育を
本格的に実施すること
から、一層連携して進
めていきます。）

令和６年度までに全て
の対象校において消費
生活講座などの講習等
を実施します。その後
も継続して実施するこ
とを目標に設定しまし
た。
令和７年度からは２巡
目の実施に入ります。
１年当たり約30校を訪
問し実施していきま
す。

15校 170校

4-1
県域からの温室
効果ガス排出量
（千t-CO２）

県民、事業者等の活
動により排出される
温室効果ガス量から
森林等による吸収量
を除いた県域におけ
る温室効果ガス排出
量

2050年の脱炭素社会の
実現に向けて、「三重
県地球温暖化対策総合
計画」で削減目標を定
め、排出削減対策およ
び吸収源対策に取り組
んでいることから、選
定しました。

2050年の脱炭素社会に
向けて段階的に削減す
るとして、直近(2019
年度)温室効果ガス排
出量23,916千t-CO２か
ら５年間で3,850千t-
CO２削減し、20,066千
t-CO２を目標に設定し
ました。

23,916
千t-CO２

(元年度排
出量)

20,066
千t-CO2

(６年度排
出量)

4-1

脱炭素社会に向
け、県と連携し
た取組を新たに
実施する事業所
数（累計）

県と連携して再生可
能エネルギー利用促
進、脱炭素経営の促
進、COOL CHOICEの推
進等に取り組む事業
所数（累計）

脱炭素社会に向けた取
組を展開するために
は、多くの事業所と連
携して取り組む必要が
あることから、選定し
ました。

持続可能な社会の構築
に向けて積極的に取り
組む事業者のうち、脱
炭素社会の実現に向
け、新たに200事業所
（５年間累計）と連携
して取り組むことを目
標に設定しました。

19事業所
(４年３月
末現在)

200事業所
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令和８年度の
目標値の
設定理由

目標値
【令和８】

現状値
【令和３】

選定理由
施策
番号

項目 項目の説明

4-1
環境教育・環境
学習講座等の受
講者数（累計）

環境学習情報セン
ター等が実施する環
境教育・環境学習講
座等の受講者数（累
計）

県民の皆さんの自発的
な環境行動を促進する
ためには、環境保全に
対する意識を具体的な
行動に結びつける啓発
活動が重要であること
から、選定しました。

毎年15,000名の県民の
皆さんに環境講座等を
受講していただき、５
年間で累計75,000名の
方々に参加していただ
くことを目標に設定し
ました。

17,561人
(４年３月
末現在)

75,000人

4-2
廃プラスチック
類の再生利用率

県内で産業廃棄物と
して排出された廃プ
ラスチック類の再生
利用率

「３Ｒ＋Ｒ」の取組を
促進し、資源制約に対
応した資源の有効利用
を進める必要があり、
枯渇性資源である石油
を原料としているプラ
スチックの再生利用率
を選定しました。

国のプラスチック資源
循環戦略のマイルス
トーン(2035年までに
熱回収含め100%有効利
用）および県内のリサ
イクル施設の整備状況
をふまえ、年２～３％
の増加を目標として設
定しました。

61.3%
(２年度)

73%
(７年度)

4-2

カーボンニュー
トラル等の社会
的課題解決に資
する資源循環の
取組事業者数
（累計）

県が実施するプラス
チック資源循環の高
度化や食品ロス削減
等の取組に参画する
延べ事業者数

カーボンニュートラル
等の社会的課題の解決
に資する資源循環の取
組を促進する必要があ
ることから、選定しま
した。

これまでの取組状況お
よび今後の取組をふま
え、毎年度50程度の新
たな事業者の参画を目
標として設定しまし
た。

61事業者 300事業者

4-2

適正に管理され
ないおそれのあ
るＰＣＢ（ポリ
塩化ビフェニ
ル）廃棄物の処
理に関する指導
率

県にＰＣＢ保管届出
をしない等の事業者
に対し、立入検査等
により適正な管理お
よび処分を指導した
割合

ＰＣＢ廃棄物の紛失が
多発し、県民の皆さん
の不安につながってお
り、適正な管理および
処分を推進する必要が
あることから、選定し
ました。

全てのＰＣＢ廃棄物保
管事業者に対して適正
な管理および処分を指
導する必要があること
から設定しました。

92% 100%

4-2
建設系廃棄物の
不法投棄件数

10トン以上の建設系
廃棄物の不法投棄件
数

産業廃棄物の不法投棄
の大半を占めている建
設系廃棄物について、
発生件数を減らすこと
で廃棄物処理の安全・
安心の確保につなげる
ため、選定しました。

近年５年間は８～13件
で推移しており、毎年
10件以下とする必要が
あることから設定しま
した。

12件 10件以下

4-4 環境基準達成率

大気環境測定地点お
よび河川・海域水域
における環境基準の
達成割合

従来の大気・水環境の
環境基準に加え、令和
５年度より「生物」指
標として新たに追加さ
れる「底層溶存酸素濃
度」の環境基準の達成
率を選定しました。

大気環境と河川・海域
の水環境の環境基準達
成をめざして すべての
 環境基準が達成される
 よう、目標を設定しま
した。

90.5%
(速報値)

98.1%
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令和８年度の
目標値の
設定理由

目標値
【令和８】

現状値
【令和３】

選定理由
施策
番号

項目 項目の説明

4-4
生活排水処理施
設の整備率

下水道、合併処理浄
化槽、集落排水施設
等により生活排水処
理が可能な人口の割
合

伊勢湾再生等におい
て、陸域からの水質汚
濁負荷に占める生活排
水の割合が大きく、水
質改善のためには生活
排水処理施設整備の推
進が重要であることか
ら、選定しました。

「生活排水処理アク
ションプログラム」の
中間目標（令和７年度
末）92.3％および長期
目標（令和17年度末）
97.6％を達成するため
93.1%の目標を設定し
ました（中間目標年度
に計画見直しを行う予
定）。

88.2%
(速報値)

93.1%

4-4
「きれいで豊か
な海」の実現に
向けた取組数

「第９次水質総量削
減計画」における
「きれいで豊かな
海」の実現に向けた
総合的な水環境改善
取組数

これまで、水質の「き
れいさ」をめざして進
めてきた取組に加え、
生物の「豊かさ」の観
点を取り入れた、新た
な部局横断的な取組が
重要であること、ま
た、環境部局は各部局
の取組の進捗管理を
行っていくことから、
選定しました。

「第９次水質総量削減
計画」における主な取
組をすべて実施するこ
とを目標に設定しまし
た。

3取組 7取組

4-4

海岸漂着物対策
等の水環境の保
全活動に参加し
た県民の数

「伊勢湾　森・川・
海のクリーンアップ
大作戦」に参加した
県民の数

伊勢湾の再生のために
は、さまざまな主体に
よる活動が重要である
ことから、県民の皆さ
んの伊勢湾に対する保
全意識の高まりを示す
指標として選定しまし
た。

市町等と連携するな
ど、これまでと同様に
継続的な取組拡大を図
ることとし、令和２年
度実績をベースに２か
年は1,000人増、その
後、３年目からは
1,500人増となるよう
目標を設定しました
（令和２年度実績は新
型コロナウイルス感染
症の影響があり、今後
も新型コロナウイルス
感染症の影響が続くこ
とが想定されることか
ら、令和８年度の目標
値は第三次行動計画か
ら下方修正）。

23,700人
(２年度

実績)
30,200人
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12-1

県が開催する人
権イベント・講
座等への参加者
数と人権セン
ター利用者数

県が開催する各種の
人権イベント・講座
等へ参加した人数と
人権センター利用者
数の合計

人権尊重社会の実現
には、まずは一人で
も多くの方に人権に
関して学んでいただ
くことが重要である
ことから、選定しま
した。

コロナ禍であって
も、過去５年間の平
均値まで増加させる
ことを目標に設定し
ました。

39,312人 46,000人

12-1

学校における人
権教育を通じ
て、人権を守る
ための行動をし
たいと感じるよ
うになった子ど
もたちの割合

県立学校の生徒を対
象としたアンケート
調査において、「差
別をなくすために何
かできることをした
い」と思うかどうか
を問う質問に「そう
思った」、「やや
思った」と回答した
生徒の割合

自他の人権を守ろう
とする意欲や態度を
身に付けることが人
権教育の目標である
ことから、選定しま
した。

自他の人権を守ろう
とする意欲や態度を
全ての子どもが身に
付けられるように取
り組むことから設定
しました。

86.9% 100%

12-1
人権に係る相談
体制の充実に向
けた取組

「差別を解消し、人
権が尊重される三重
をつくる条例」をふ
まえた相談体制の充
実（多様化・複雑化
する相談への対応
等）に向けた取組

人権侵害に係る問題
に幅広く対応するた
めには、相談体制を
充実させる必要があ
ることから、選定し
ました。

多様化・複雑化する
相談内容に対応する
ため、相談体制の充
実をめざします。

相談体制の
確保

相談体制の
充実

12-2

女性活躍の推進
のため人材育
成・登用や職場
環境整備に取り
組む、常時雇用
労働者数100人以
下の団体数

女性活躍推進法に基
づく事業主行動計画
もしくは「女性の大
活躍推進三重県会
議」における「取組
宣言」にて、女性の
人材育成・登用や職
場環境整備に関して
数値目標を設定・公
表し取り組む、企
業・団体（常時雇用
労働者数100人以下）
の数

女性活躍の推進に向
けて、法的義務はな
いものの自主的に目
標をもって取り組む
企業等が増えること
で、性別に関わらず
能力が発揮できる職
場環境の整備やリー
ダー層で活躍する女
性の増加につながる
ことから、選定しま
した。

これまでの法律に基
づく事業主行動計画
や取組宣言の策定状
況などをふまえ、女
性活躍に向けた企業
等の取組を一層促進
するため、毎年25団
体ずつ増加させ、令
和８年度には500団体
を超えることを目標
に設定しました。

376団体 501団体

12-2

「～性犯罪・性
暴力をなくそう
～　よりこ出前
講座」の受講者
数（累計）

「みえ性暴力被害者
支援センター　より
こ」の認知度向上お
よび被害者を支援す
る輪を広げ、予防教
育や性犯罪・性暴力
根絶に向けた取組に
ついて説明する出前
講座の受講者数（累
計）

性犯罪・性暴力被害
者を少しでも早く適
切な支援につなげて
いくためには、より
この認知度を高めて
いく必要があること
から、選定しまし
た。

「よりこ出前講座」
受講者数で過去最高
を記録した平成30年
 令和元年度の481人を
上回る500人（令和４
年度は531人）を毎年
増加させていくこと
を目標に設定しまし
た。

1,669人 4,100人

施策
番号

項目 項目の説明 選定理由
令和８年度の

目標値の
設定理由

現状値
【令和３】

目標値
【令和８】

Ⅲ 共生社会の実現
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施策
番号

項目 項目の説明 選定理由
令和８年度の

目標値の
設定理由

現状値
【令和３】

目標値
【令和８】

12-2

「三重県パート
ナーシップ宣誓
制度」の利用先
として県ホーム
ページに掲載し
ている団体数
（累計）

「三重県パートナー
シップ宣誓制度」で
利用できるサービス
一覧として、県ホー
ムページに掲載して
いる機関・事業者・
団体・市町の数（累
計）

「三重県パートナー
シップ宣誓制度」で
利用できるサービス
（機関・事業者・団
体・市町数）が増え
ることで、性の多様
性を認め合う環境づ
くりが進むことか
ら、選定しました。

令和３年度実績値を
基点として、毎年10
団体ずつ増加させて
いくことを目標に設
定しました。

100団体 150団体

12-3

多文化共生の推
進に向けて県と
連携した団体数
（累計）

令和４年度に構築す
る「情報交換・情報
伝達プラットフォー
ム」（仮称）を活用
し、多文化共生の推
進に向けて県と連携
した団体数（累計）

日本語教育に関する
課題と今後の方向性
について各主体と意
識を共有するととも
に、災害などの緊急
時における外国人住
民へのスムーズで迅
速な情報提供が求め
られることから、選
定しました。

令和２年度に実施し
た三重県日本語教育
実態調査の対象団体
（企業については、
今後外国人を雇用す
る予定がある／雇用
を検討したいと回答
した企業）すべてが
参加することをめざ
し、目標を設定しま
した。

9団体 137団体

12-3
外国人住民の相
談窓口の充実に
向けた取組

みえ外国人相談サ
ポートセンター
（MieCo）における外
国人住民の相談窓口
の充実（相談員の資
質向上などによる複
雑化、高度化すると
想定される相談への
対応等）に向けた取
組

外国人住民が安心し
て暮らすためには、
生活に不安を感じて
いる外国人住民から
の相談に、きめ細か
く対応できる窓口を
確保しておくことが
重要です。また、例
えば、外国人住民の
高齢化などに伴い、
相談内容も複雑化、
高度化することが想
定され、相談窓口の
さらなる充実を図る
必要があることか
ら、選定しました。

今後、複雑化、高度
化する相談内容に対
応するため、相談窓
口のさらなる充実を
めざします。

相談窓口の
確保

相談窓口の
充実
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16-1
参加した文化活
動、生涯学習に
対する満足度

県立文化・生涯学習
施設が実施した展覧
会、講座、公演事業
および歴史・文化資
源を活用した事業に
おけるアンケート調
査で、「満足」「や
や満足」「やや不
満」「不満」のう
ち、その内容につい
て「満足」と回答し
た人の割合

県民の皆さんが多様
な文化にふれ親しん
だり、学びの機会を
得ることで、心の豊
かさや生きがいを実
感できたかどうかを
測る必要があること
から、選定しまし
た。

魅力ある文化にふれ
る機会や学びの場な
どを提供していくこ
とにより、参加した
文化活動、生涯学習
に対する満足度につ
いては、令和３年度
を現状値とし、令和
８年度までに５％の
上昇をめざして目標
を設定しました。

71.6% 76.6%

16-1
県立文化施設の
利用者数

県立の図書館、博物
館、美術館、斎宮歴
史博物館および三重
県総合文化センター
の利用者数

文化にふれ親しみ、
学習する機会を充実
させるためには、県
立文化・生涯学習施
設が、魅力ある文化
にふれる機会や学び
たい時に学べる環境
を、県民の皆さんに
提供する必要がある
ことから、選定しま
した。

魅力的な展覧会、講
座、公演事業の実施
に加え、県立文化施
設の周年事業などを
生かしながら、利用
者数の増加を図り、
新型コロナウイルス
感染症の影響がな
かった令和元年度の
約140万人の利用者数
に回復することをめ
ざして目標を設定し
ました。

70.5万人 140万人

16-1

文化財の保存・
活用・継承に向
けた支援活動の
実施件数

関係団体や市町等と
ともに文化財の保
存・活用・継承に向
けて取り組んだ件数

地域社会総がかりで
文化財が保存・活
用・継承されるよ
う、市町の文化財保
存活用地域計画の作
成や個々の文化財に
ついての助言やサ
ポートを行うことが
大切であることか
ら、選定しました。

関係団体や市町等へ
の現在の支援活動に
加え、令和８年度ま
でに新たに４市町の
文化財保存活用地域
計画の作成が見込ま
れることから、年間
５件の支援を増やす
こととして設定しま
した。

67件 92件

施策
番号

項目 項目の説明 選定理由
令和８年度の

目標値の
設定理由

現状値
【令和３】

目標値
【令和８】

Ⅳ 未来を拓くひとづくり
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